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各 都道府県知事 殿 

 

 

こども家庭庁長官   

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

令和７年度（令和６年度からの繰越分）出産・子育て応援交付金の 

交付について 

 

 

 標記の交付金の交付については、別紙「令和７年度（令和６年度からの繰越分）

出産・子育て応援交付金交付要綱」により行うこととされ、令和７年４月１日か

ら適用することとされたので、通知する。 

 なお、各都道府県知事におかれては、貴管内の市町村（特別区を含む。）に

対する周知につき配慮願いたい。 

  



別 紙 

 

 

令和７年度（令和６年度からの繰越分）出産・子育て応援交付金交付要綱 

 

 

（通 則） 

１ 令和７年度（令和６年度からの繰越分）出産・子育て応援交付金については、

予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号、以下「適正化法施行令」

という。）、及びこども家庭庁の所掌に属する補助金等交付規則（令和５年内閣

府令 41号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

２ 核家族化が進み、地域のつながりも希薄になる中で、孤独感や不安感を抱え

る妊婦・子育て世帯も少なくなく、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・

子育てができる環境整備が喫緊の課題である。 

  この交付金は、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即し

た必要な支援につなぐ伴走型相談支援とともに、妊娠の届出や出生の届出を

行った妊婦・子育て世帯等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支

援サービスの利用負担軽減を図る出産・子育て応援給付金を一体的に実施す

ることを目的とする。 

 

（交付の対象） 

３ この交付金は、「伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施

事業実施要綱」(「伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施

事業の実施について」（令和４年 12 月 26 日子発 1226 第１号子ども家庭局長

通知）の別紙。以下「実施要綱」という。）に基づき、市町村（特別区を含む。

以下同じ。）が行う事業に必要な経費を交付の対象とする。 

 

（交付額の算定方法） 

４ この交付金の交付額は、次により算出された合計額とするものとする。 

（１）次の表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額と

を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除し

た額とを比較して少ない方の額を選定する。 



（２）（１）により選定された額に第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交

付額とする。ただし、交付額に千円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てるものとする。 

１ 種目 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

出産・子育て

応援給付金 

実施要綱に定める出

産応援ギフトの支給

対象者及び子育て応

援ギフトの対象児童

それぞれ１人当たり 

50,000円  

実施要綱に基づき出産

応援ギフト・子育て応

援ギフトとして令和７

年度に支給を行った額 

２／３ 

 

都道府県 

１／６ 

市町村 

１／６ 

 

令和６年度出産・子育

て応援交付金の出産・

子育て応援給付金交

付決定額を超えて支

給した対象児童それ

ぞれ 1人当たり 

   50,000円  

実施要綱に基づき出産

応援ギフト・子育て応

援ギフトとして令和６

年度出産・子育て応援

交付金において支給を

行った額 

２／３ 

 

都道府県 

１／６ 

市町村 

１／６ 

 

（交付金の概算払） 

５ こども家庭庁長官は、必要があると認める場合においては、国の支払計画

承認額の範囲内において概算払をすることができる。 

 

（交付の条件） 

６ この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業を中止し、又は廃止する場合には、こども家庭庁長官の承認を受け

なければならない。 

（２）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場

合には、速やかにこども家庭庁長官に報告してその指示を受けなければなら

ない。 

（３）交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を

整理し、かつ調書及び証拠書類を交付金の額の確定の日（事業の中止又は廃

止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５

年間保管しておかなければならない。 

 



（申請手続） 

７ 市町村長は、別紙様式２による交付申請書に関係書類を添えて、都道府県

知事が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。 

  また、都道府県知事は、申請書を受理したときは、その内容を審査し、こ

れを取りまとめの上、別紙様式３に関係書類を添えて、別に定める日までに

こども家庭庁長官に提出するものとする。 

 

（変更申請手続） 

８ この交付金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して追加

交付申請等を行う場合には、別紙様式６及び別紙様式７による変更交付申請

書を、７に定める申請手続の例により、別に定める日までにこども家庭庁長

官に提出するものとする。 

 

（標準処理期間） 

９ 都道府県知事は、交付申請書が到達した日から起算して原則として１月以

内にこども家庭庁長官に提出するものとし、こども家庭庁長官は交付申請書

が到達した日から起算して原則として１月以内に交付の決定（決定の変更を

含む。）を行うものとする。 

 

（交付決定の通知） 

10 都道府県知事は、市町村に係る交付金について、こども家庭庁長官から別

紙様式４又は別紙様式８による交付決定通知依頼があったときは、市町村に

対し、別紙様式５又は別紙様式９により速やかに交付決定の通知を行うもの

とする。 

 

（実績報告） 

11 市町村長は、別紙様式 10による事業実績報告書に関係書類を添えて都道

府県知事が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。 

また、都道府県知事は、事業実績報告書を受理したときは、これを審査

し、とりまとめの上、別紙様式 11に関係書類を添えて、別に定める日までに

こども家庭庁長官に提出するものとする。 

 

（交付金の額の確定の通知） 

12 都道府県知事は、市町村に係る交付金について、こども家庭庁長官から別

紙様式 12による交付額の確定通知依頼があったときは、市町村に対し、別

紙様式 13により速やかに確定の通知を行うものとする。 

 



（交付金の返還） 

13 こども家庭庁長官は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既

にその額を超える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超え

る部分について国庫に返還することを命ずる。 

 

（その他） 

14 特別の事情により４、７、８及び 11に定める算定方法、手続によることが

できない場合には、あらかじめこども家庭庁長官の承認を受けてその定めると

ころによるものとする。 

  



 

  



 

  



 

  



  



 



 
  



  



  



 

  



 

  



 

  



  



  



  



 
  



 

  



  



  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



  



 


